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『京都大学高等教育研究』編集規定

（平成 18年 5月 1日改正）

 1  ．本誌は高等教育研究を目的として、京都大学高等教育研究開発推進センターが発行する研究誌である。

 2  ．本誌には、本センター関係教員の論考、共同研究の報告その他本センターの研究活動、本学の高等教育改革に関

する記事等を編集掲載する他、投稿論考を掲載する。ただし、投稿論考については、当分の間、次項に規定する

編集委員会が、編集上の責任を負える範囲でのものに限定する。

 3  ．本誌の編集のために編集委員をおく。編集委員長は、センター長が委嘱する。編集委員長は編集委員若干名を委

嘱する。編集事務を担当するために編集幹事をおく。編集幹事は編集委員長が委嘱する。編集委員長及び編集委

員の任期は 1年とする。ただし、再任を妨げない。

 4  ．編集委員会は、各年度の編集方針その他編集に必要な事項を定める。

 5  ．本誌に論考の掲載を希望する者は、所定の投稿規定及び編集委員会の定める各年度の編集方針に従い、編集委員

会事務局に送付しなければならない。

 6  ．投稿された論考の掲載および論考の区分は、編集委員会の合議によって決定する。

 7  ．掲載された論考について、編集委員会は若干の変更を加えることができる。ただし、内容に関して重要な変更を

加える場合は、執筆者との協議を経るものとする。

（附則）本規定は、平成 18年度発行の『京都大学高等教育研究』第 12号から施行する。

『京都大学高等教育研究』投稿規定

（平成 18年 5月 1日改正）

（全般）

 1  ．論考の内容は、日本及び世界の高等教育研究に寄与しうるものとし、かつ、当分の間、編集委員会が、編集上の

責任を負える範囲でのものとする。この責任の範囲については、投稿の前に、編集委員会に問い合わせること。

 2  ．論考は、研究論文、研究ノート、実践報告、招待論文、センター教員・共同研究論考に区分される。研究論文

は、学問的な手続きに基づいておこなわれた、高等教育に関する独創的・新規な研究で、その研究結果が高等教

育研究の発展に寄与する論考である。研究ノートは、高等教育研究への有益な資料となる論考である。実践報告

は、高等教育研究への示唆となる、高等教育に関する実践の報告である。招待論文は、編集委員会が寄稿を依頼

した論考である。センター教員・共同研究論考は、センターの専任教員の論考もしくはセンターの共同研究に関

わる論考である。

 3  ．論考は未発表のものに限る。ただし、口頭発表及びその配布資料はこの限りでない。

 4  ．論考を投稿する場合、研究論文、研究ノート、実践報告のいずれかの希望する区分を明記する。なお掲載にあ

たって編集委員会が区分の変更を求めることがある。

 5  ．投稿された論考は、レフェリー制度を通じて選定の上編集される。投稿原稿は原則として返却しない。

 6  ．論考は原則として日本語あるいは英語を用いて作成すること。

 7  ．原稿は原則として以下の作成要領により、ワープロソフトによって作成するものとする。ただし、センター教

員・共同研究論考の分量については、この限りではない。
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〈日本語の場合〉

・A4版用紙を縦位置で使用し、横書きとする。

・40文字×25行の 1,000字を 1頁とし、20頁以内の分量とする（図表、註、参考文献を含む）。

・題名の後に題名の英訳及び英文 200語程度の要約を付すこと。

・キーワードを日本語・英語それぞれ 5つ以内であげること。

〈英語の場合〉

・A4版用紙を縦位置で使用し、横書きとする。

・300語程度を 1頁とし、20頁以内の分量とする（図表、註、参考文献を含む）。

・200語程度の要約を付すこと。

・キーワードを 5つ以内であげること。

・フォントは Times New Romanとし、サイズは 12ポイントとする。

 8  ．原稿 3部（うち 2部はコピー可）を編集委員会に提出する。また、別紙として、氏名（ふりがな）、所属（職名

その他を含む）、連絡先（郵便番号、住所、電話番号）、希望区分（研究論文、研究ノート、実践報告のいずれか）

を記入した用紙を添付する。

（用語）

 9  ．使用漢字は常用漢字を、仮名づかいは現代仮名づかいを原則とする。数字は原則として算用数字を使用する。た

だし、特殊な文字、用語ならびに記号の使用については編集委員会に相談のこと。

10．外国人名、外国地名に原語を用いるほかは、叙述中の外国語は活字体で表記し、なるべく訳語をつける。

（註・引用文献）

11．註及び引用文献は、論考末に一括して掲げる。引用文献は、日本語文献、外国語文献を問わず、註のあとにまと

めてアルファベット順に記載する。論文の場合は、著者、発行年、文献題目（日本語文献の場合、「　」内に記

載）、雑誌名（日本語文献の場合、『　』内に記載。外国語文献の場合は斜体字で記載）、巻号、頁の順に記載する。

単行本については、1冊を引用対象とする場合、著者、発行年、書名（日本語文献の場合、『　』内に記載。外

国語文献の場合は斜体字で記載）、発行所、頁の順に記載し、一部分を引用する場合には、著者、発行年、引用部

分の題目（日本語文献の場合、「　」内に記載）、編者、書名（日本語文献の場合、『　』内に記載。外国語文献

の場合は斜体字で記載）、発行所、頁の順に記載する。なお、訳書の場合は、原語の著者名、原書発行年、原書名

（斜体字）、原書発行所名を書き、その後に（　）内に訳者名、訳書の発行年、訳書名（『　』内に記載）、訳書の

発行所名の順に記載する。（下例を参照のこと）

―例―

・論文

大山泰宏　2002　「大学教育評価の課題と展望」『京都大学高等教育研究』7号、37-56頁．
Hermans, H. J. 1970 A questionnaire measure of achievement motivation. Journal of Applied Psychology, 54, 353–373.

・単行本

讃岐幸治・田中毎実（共編）　1995　『ライフサイクルと共育』青葉図書．
McLuhan, M. & Fiore, Q. 1967 The medium is the massage. Jerome Agel.

溝上慎一　2002　「学生の理解の枠組みをふまえた授業展開」京都大学高等教育教授 システム開発センター

（編）『大学授業研究の構想―過去から未来へ―』東信堂、57-86頁．
Hermans, H. J. M. 1995 From assessment to change: The personal meaning of clinical problems in the context of the 

self-narrative. In R. A. Neimeyer & M. J. Mahoney (Eds.), Constructivism in psychotherapy. American Psychological 

Association. 247–272.

McLuhan, M. & Fiore, Q. 1967 The medium is the massage. Jerome Agel.（南博訳　1995　 『メディアはマッサージで

ある』河出書房新社．）

12．引用文献と註を区別し、註は本文中の該当個所に、上付き文字で（1）、（2）…と指示し、論考末尾にまとめて記

載する。
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13．引用文献は、本文中では、著者名（出版年）、あるいは（著者名、出版年）として表示する。同一著者の同一年

の文献については、a、b、c、…をつける。

例　・田中（1995a）が強調するように、…という調査結果も提示されている（田中、1996）。

（その他）

14．稿料の支払い、掲載料の徴収は行わない。ただし掲載誌 2部と抜き刷り 30部を贈呈する。なお、抜き刷りにつ

いては、それ以外にもあらかじめ注文があれば実費で作成する。

15．投稿は随時受け付けるが、発刊期日との関係で、年 1回の締切日をもうける。

原稿締切日　8月 31日

16．掲載された論考の著作権は京都大学高等教育研究開発推進センターに属する。

17．本規定の改正は編集委員会が行う。

（附則）本規定は、平成 18年度発行の『京都大学高等教育研究』第 12号から施行する。
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